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初等教育の内部効率に対する学校図書館活動のインパクト
─カンボジアの事例─

三　宅　隆　史
（（社）シャンティ国際ボランティア会 [SVA]）

１．はじめに

　カンボジアでは 2002 年に学費が廃止さ

れた結果、初等教育の純就学率は、1999 年

の 83％から 2007 年の 89％へと改善された。

しかし、内部効率はいまだに悪く、2006

年の最終学年である 6 学年への残存率は

54％、初等教育のコーホート修了率は 48％

に留まっている（UNESCO 2010）。このことは、

学費の無償化など需要側（世帯）が負担す

る教育コストの軽減は、教育の内部効率の

改善の必要条件ではあるが十分条件ではな

いこと、また供給側（学校）の教育の質が

改善されなければ、児童は学校に留まらず、

初等教育課程を修了しないことを示唆して

いる。

　カンボジアにおいても、初等教育の退学

率を減らすなどの内部効率の改善のための

供給側に対するさまざまな介入が行われて

きた。学校施設の建設や補修、衛生施設や

水供給の整備、教員研修、カリキュラムの

改善、教科書の配布、学校運営へのコミュ

ニティの参加などである。これらの取り組

みのひとつが、学校図書館活動である。

　カンボジア教育青年スポーツ省は、学校

資源の効率的な活用を促進するためのクラ

スタースクール制度の開始に伴い、1998

年より図書館活動を初等教育に導入した

(Ministry of Education, Youth and Sport 

1998)。クラスタースクール（学校群）とは、

比較的規模が大きくアクセスの良い 1 つの

中心校と中心校周辺に位置する 4 から 10 の

衛星校で構成される。2006 年の時点でカン

ボジア全土に 881 のクラスターが存在した。

中心校には教科書、教材、児童のための本

が備えられた図書室と教材センターが設置

され、これらの本や教材は衛星校に貸与す

るものとされているが、資源不足のため現

実には整備された図書室がある中心校は限

られている。

　（社）シャンティ国際ボランティア会（SVA）

は、1993 年よりカンボジアで図書館事業を

開始した。2004 年 4 月より 2007 年 3 月ま

での 3 年間、JICA の草の根協力事業として

バンテイミンチェイ州において「図書館活

動を通じた初等教育の質の改善事業」（以下

「本プロジェクト」と記す）を実施した。カ

ウンターパートは同州の教育局で、対象は

州内のすべての郡にあたる 8 郡のすべての

中心校 74 校（プロジェクト開始時）、受益

者は約 50,400 名の児童である。

　本稿の目的は、以下の 2 つである。第一

に図書館活動の有効なインプットは何かを

実証的に明らかにすること、第二に図書館

活動は初等教育の内部効率改善のための有

効なインプットであるか否かを定量的に検

証することである。

　これら二つの目的のために、本プロジェ

クトのベースライン調査ならびに中間評価

調査で得られたデータを用いて、重回帰分

析による定量分析を行う。

　本稿は以下の節で構成される。2 節では

先行研究のレビューと仮説を提示する。3

節では実証モデルとデータの概要を示す。4

節では読書習慣ならびに初等教育内部効率

の決定要因についての分析結果を述べる。
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最後に 5節で要約と政策への示唆を行う。

２．先行研究のレビューと仮説

　まず、読書推進の決定要因を分析するた

めの理論枠組みを提示する。渡辺は図書館

活動は、本、図書館員によるサービス、建

物（スペース）の 3 つの要素で構成される

と述べている（渡辺 2006）。本分析では、

これらの 3 要素に、運営を加える。図書館

活動は教育サービスの一つであり、学校教

育と同様に限られた資源である本、図書館

員、建物を効率的かつ持続的に活用するた

めの運営の側面も重要であると考えられる

からである。　

　第一の要素である本は量（冊数、タイト

ル数）とその質が重要とされる。カンボジ

アでは 20 年におよぶ内戦の結果、出版産業、

図書市場は未発達であるため、児童の本の

数は限られている（Fukamachi 2001）。事業

対象地域のバンティアイミンチェイ州に公

共図書館はない。

　2 つめの要素は図書館員によるサービス

である。カンボジア教育省のクラスター制

度ガイドラインは、学校図書館のサービス

には自由読書、「おはなし」、図書の貸し出

し、移動図書館活動、レファレンス･サービ

ス、文化活動（ゲーム、絵画、舞踊、歌、

折紙）が含まれるとしている (Ministry of 

Education, Youth and Sport 1998)。「おは

なし」活動にはいくつかの手法がある。「す

ばなし」とは、カンボジアの口承伝統を反

映したもので、本なしでストーリーを語る

手法で普通、伝統的な昔話が用いられる。「読

み聞かせ」とは絵本を持って、児童に見せ

ながらテキストを読む手法である。そのほ

か、紙芝居も使われている。「移動図書館活

動」は、学校に来ない児童たちに対するア

ウトリーチサービスである。図書館員は図

書箱に 200 冊程度の本をつめてバイクに載

せて村をまわり、木の下などで読み聞かせ

をし、その後自由読書の時間を持つ。「移動

図書館活動」は、不就学の児童だけでなく、

二部制のため午前か午後、学校に来ない児

童も対象にしている。

　3 つめの図書スペースとは、カンボジア

では通常図書室をさすが、図書室がない場

合、教室や職員室に図書棚を設置する場合

もある。図書棚の設置も難しい場合、教室

や運動場で図書箱を開けて図書スペースを

作る。

　最後に 4 つめの要素は運営であり、図書

室の開館時間や図書利用のルール、所蔵目

録、本の補修と補充、学校運営補助金を活

用した図書館活動への支援、住民の参加が

含まれる (1)。住民参加については、本棚や

図書室の机やいすを住民が作ったり、図書

が児童だけでなく住民にも貸し出しされた

りという例がみられる。

　これら 4 つの図書館の要素のうち、児童

の読書習慣促進の決定要因は何だろうか？

Krashen(1993) は、おはなし活動は児童の

本への興味をかきたて、読み書きが不自由

であっても読書への意欲を高めるので、お

はなし活動は低学年児童の読書習慣を高め

ると述べている。さらに（社）シャンティ

国際ボランティア会のタイ、ラオス、カン

ボジアにおける図書館活動の経験からも学

校への本の供与は図書館員によるおはなし

活動が伴わなければ、児童はあまり本を読

まず、供与された本は有効に活用されない

ことが多いと考えられている (2)。

　そこで、以下の仮説を提示する。

　仮説 1：学校図書館におけるおはなしの

活動は児童の読書習慣を促進する。

　つぎに、初等教育の内部効率の決定要

因を分析するための理論枠組みを提示す

る。教育生産関数分析によると、学校教育

の内部効率とは、学校教育のインプットと

アウトプットの関係を示し、通常、アウト

プットは学習達成度（テストの成績）、退

学率、修了率、進級率、留年率などで測定
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される（大塚・黒崎 2003; Harbison and 

Hanushek 1992 など）。インプットは需要側

と供給側の要因で構成される。需要側要因

とは、児童の能力、世帯の収入、親の教育

レベル（教育年数、識字能力）などであり、

供給側要因とは、学校のさまざまな特徴を

さす。世界銀行は、開発途上国の内部効率

の変動の 6 割は需要側要因によって規定さ

れ、4 割は供給側要因によって規定されて

いると推計している（World Bank　1995）。

Kuroda(1998) は、限界生産力低減の法則に

より、教育開発のレベルが初期段階にある

開発途上国では、供給側のインプットによ

る限界生産物（学習達成度など）が先進国

よりも高いと述べている。このことは、先

進国よりも開発途上国の方が供給側への介

入が有効であることを示唆している。

　供給側の決定要因については多くの先行

研究があるが、途上国の図書館活動につい

ての実証研究は限られており、カンボジア

については皆無である。Postlethwaite et 

al.(1992) は、インドネシア、ベネズエラ、

トリニダードトバコの 9 学年の児童を対象

にした調査をもとに、世帯側、コミュニティ

側、学校側の 56 の要因の中で、教室内の図

書スペースの有無、児童一人あたりの本の

冊数、授業中での読書の時間の有無が、児

童の読む能力の主要な決定要因であると結

論づけている。Krashen(1993) は、学校図

書館は児童の読み書き能力、文法力、語彙力、

スペリング力を高め、その結果、児童の学

習達成度を高めると述べている。Jimenez 

and Sawada(2003) は、エルサルバドルでの

EDUCO プログラムのデータから教室内の図

書スペースは、学習達成度にポジティブな

インパクトを与えると結論づけている。

　カンボジアの初等教育の就学率の決定

要因についての実証研究は限られている。

Yonezawa(2005) は、カンボジアの国勢調

査データをもとにすべての州の郡レベルの

データの分析を行った結果、社会の平等度

と父親の教育レベルが初等教育就学率の決

定要因であると述べている。Keng(2004)も、

カンボジアの二つの農村の世帯レベルの調

査データを用いて分析した結果、親の教育、

特に父親の教育レベルが統計的に有意な決

定要因であると述べている。

　これらの先行研究から、以下の仮説を提

示する。

　仮説 2：学校図書館活動は、カンボジア

の初等教育の内部効率を改善する。

 これら二つの仮説は、本プロジェクトの図

－ 1 に示すロジカルフレームワークに準拠

している。本プロジェクトの活動は、①図

書館のサービスおよび運営についての図書

館員・教員に対する研修、②絵本の出版お

よび調達、③本および教材の配布（1 校に

つき絵本 50 タイトル 150 冊、紙芝居 5 タイ

トル、教育ゲーム・教材のセット、謄写版、

印刷用の紙、図書箱、紙芝居スタンド）、④

持続性確保を目的に州教育局指導主事を対

象とするトレーナー養成研修、で構成され

る。これらの活動によって、学校図書館活

動の改善という成果の達成が期待される。

その指標は、図書スペースの改善、図書館

員・教員によるサービスの改善、蔵書の量

および質の改善、図書館運営の改善である。

学校図書館活動の改善によって、読書習慣

の向上というプロジェクト目標の達成が期

待される。

　本プロジェクトのロジカルフレームワー

クと本稿の二つの仮説の関係は以下の通り

である。仮説 1 は、本プロジェクトの成果

（図書館活動の改善）と目標（読書推進）の

相関関係を検証するとともに、読書推進の

決定要因を明らかにする。仮説 2 は、プロ

ジェクトの目標（読書推進）とインパクト

（退学率の改善）の相関関係を検証するとと

もに、退学率の改善の決定要因を明らかに

する。

　本分析で用いたデータの出所は以下のと

おりである。図書館活動のデータについて
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は、本プロジェクトのベースライン調査お

よび中間評価調査で収集されたデータなら

びに実施期間中のモニタリングデータであ

る。内部効率および学校の状況についての

データは、バンティアイミンチェン州教育

局が提供した。データ収集の時期は次のと

おりである。

2004年2月　ベースライン調査(プロジェクト

実施前の図書館活動のデータ)

　　　9月　2003-2004年度（プロジェクト実

施前）の内部効率データ

2005年9月　2004-2005年度（プロジェクト開

始後）の内部効率データ

2006年4月　中間評価調査（プロジェクト開

始後の図書館活動のデータ）

３．分析のアプローチ

　仮設 1 を検証するために以下の重回帰モ

デルを用いた。

モデル 1：reading habiti = α0 + α1spacei 

+ α2servicei + α3booki + α4managementi + 

ui 

　従属変数である reading habiti （読書

習慣）は、学校 i の図書室利用率を指標と

し、就学児童数に対するひと月あたりの図

書室の利用者数の比率で算出した。独立変

数は、前節でのべた図書館活動の 4 つの要

素、すなわちスペース（spacei）、サービス

（servicei）、蔵書（booki）、運営（managementi）

で構成される。たとえば、spacei は学校 i

図－ 1.  プロジェクトの論理的枠組みと仮説の関係

1.

2.

3.

4.

1.

2. ( )
2

1.

2.

3.

4.

の図書スペースの有無を表す。α 1 からα 4

はそれぞれの要素の回帰係数であり、限界

効果を表す。ｕは誤差項である。表－ 1 は、

説明変数の定義とこれらの記述統計量、回

帰分析の結果を示している。

　蔵書数とタイトル数は、変数間の相関係

数が 0.9 と相関関係が強く、多重共線性

（multicollinearity）が存在するため、蔵

書数を使ったモデルとタイトル数を使った

モデルの二つを採用した。本プロジェクト

実施前に行われたベースライン調査（2004

年 2 月）では、このモデルの従属変数の指

標である図書室利用率データは収集されな

かったため、本プロジェクトの中間評価時

（2005 年 6 月）に収集された 59 校のクロス
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-2
.4
03

*
*

-2
.0
7

蔵
書
リ
ス
ト
が
あ
る
か

1=
あ
る
、
0=

な
い

59
1=
84
.8
% 

-0
.2
41

-0
.4
9

-0
.3
88

-0
.7
3

学
校

運
営

補
助

金
を

図
書

館
活

動
に

配
分

し
て

い
る
か

1=
配
分
し
て
い
る
、
0=

し
て
い
な
い

56
1=
89
.3
%

 0
.6
56

1.
16

 1
.1
90

*
1.
81

切
片

 0
.6
49

0.
46

 0
.5
03

0.
34

観
測
数

Ｒ
２
乗

調
整
済
み
Ｒ
２
乗

  
  
53

  
  
50

 0
.4
17

 0
.4
42

 0
.2
42

 0
.2
61

* ,
 *

*
, 

**
*
は
そ
れ
ぞ
れ

10
%,
 5
%,
 1
%
レ
ベ
ル
で
両
側
検
定
で
統
計
的
有
意
で
あ
る
こ
と
を
示
す
。

デ
ー
タ
ソ
ー
ス
：
20
06

年
の
中
間
評
価
デ
ー
タ
お
よ
び
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
デ
ー
タ
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セクショナルデータを最小二乗法 (OLS) に

よって推定した。

　仮設 2 を検証するために以下の重回帰モ

デルを用いた。

モ デ ル 2: internal efficiencyit = β0 + 

β1demand side factorsit + β2supply side 

factorsit + β3library factorsit + vit

　従属変数である内部効率（internal 

efficiency）の指標は、全学年の退学率の

平均値を用いた。退学率は、学習達成度も

捕らえている。というのは、カンボジアの

小学校では国家レベルの進級試験が毎年、

学校暦の終わりにあたる 7 月に行われるか

らである。進級試験は、国語、算数、理科、

社会の 4 科目の児童の学習達成度を測定す

る。試験の成績が50点以下の児童は落第し、

次の年度に進級することはできない。した

がって進級は児童が一定レベルの学習達成

度を満たしていることを意味する。落第は

留年か退学に帰結する。つまり、進級率（％）

=100 －（留年率＋退学率）である。

　独立変数は需要側要因（世帯およびコミュ

ニティ）、供給側要因（学校）、図書館要因

で構成される。図書館要因は供給側要因の

ひとつである。表－ 2 は、分析で使われた

データの定義および記述統計量を示してい

る。独立変数に用いた変数のいくつかにつ

いてその採用の理由とデータの限界につい

て説明しておく。

　まず需要側要因の変数について、紛争ダ

ミー変数は紛争の終了年のダミー変数であ

る。この変数を採用した理由は、カンボジ

アの和平協定が結ばれたのは 1991 年であっ

たが、バンティアイミンチェン州はポルポ

ト派と政府軍との紛争が 1991 年以降も続

き、公式に同州で和平協定が結ばれたのが

1998 年で、しかも同州の一部の地域では

1998 年以降も紛争が続いたので、紛争がコ

ミュニティの開発のレベルに影響を与えて

いると想定されるからである。タイ国境か

らの距離変数を採用した理由は、タイ国境

近くに居住する 5、6 年生の児童はタイ側

での労働のため退学するケースが多いと報

告されていたため、国境からの距離が児童

労働に影響を与えていると想定されるから

である。豆生産ダミー変数は、同州のある

地域では豆生産が盛んなため、高学年児童

に対する労働力需要が高く、その影響をみ

るために採用した。貧困世帯率変数とジニ

係数変数のデータは、1998 年に実施された

国勢調査を用いた。その理由は、カンボジ

アでは国勢調査は 1998 年以降行われておら

ず、次回は 2008 年に実施予定で、貧困世帯

率と貧富格差についての州全体をカバーす

るデータは他にないからである。この二つ

の変数のデータのもう一つの制約は、通常

ひとつの学校がカバーしている集合村レベ

ルのデータではなく、郡レベルのデータで

あるという点である。成人識字率変数は、

親の教育レベルの指標であり、2005 年に収

集された郡レベルのデータである。

　次に供給側の変数であるが、アクセス変

数は、国勢調査データと 2004 － 2005 年度

における学校数データをもとに算出した、

郡内の人口 1,000 名あたりの小学校数であ

る。建物の質ダミー変数は、学校の建物の

屋根、壁、床の破損度を指し、本分析では、

建物の破損度が 25％未満の場合 1、それ以

外（25％以上破損）の場合 0 とした。シフ

ト数変数は、学習時間の指標である。同州

では教室数の不足のため 90％以上の学校が

二部制（午前と午後で児童が交代する）を

とっている。就学前教育変数を採用した理

由は、就学前段階におけるケアと教育は、

小学校段階における学習達成度に影響を与

えると想定されるからである。

　図書館要因の変数は、図書館活動の 4 要

素、すなわち、①本（本の蔵書数とタイト

ル数）、②スペース（図書スペースの有無）、

③サービス（おはなし活動の有無）、④運営

（学校運営補助金の使途に図書活動が含まれ

ているかの有無）で構成した。
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表
－

2.
 モ

デ
ル

2：
退
学
率
の
変
化
の
決
定
要
因
の
記
述
統
計
量

分
類

タ
イ
プ

変
　
　
　
数

定
　
　
　
義

20
04

年
（
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調
査
）

20
06

年
（
中
間
評
価
）

デ
ー
タ

ソ
ー
ス

観
測
数

平
均
値

標
準

偏
差

観
測
数

平
均
値

標
準

偏
差

従
属

変
数

退
学
率

全
学
年
の
退
学
児
童
数

/
全
学
年
の
登
録
児
童
数
、
％

59
5.
99

3.
70

59
5.
10

3.
95

B

独
立

変
数

需
要
側

（
世
帯
、

コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
）

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
場
所

遠
隔
地
ダ
ミ
ー

1=
遠
隔
地
に
位
置
し
て
い
る

59
1=
17
.0
%

no
 c
ha
ng
e

B

農
村
部
ダ
ミ
ー

1=
農
村
部
に
位
置
し
て
い
る

59
1=
71
.2
%

no
 c
ha
ng
e

B

治
安

紛
争
ダ
ミ
ー

1=
紛
争
が

19
98

年
以
降
に
終
了

59
1=
32
.2
%

no
 c
ha
ng
e

B

児
童
労
働

タ
イ
国
境
か
ら
の
距
離

Km
59

49
.2
7

30
.8
2

no
 c
ha
ng
e

B

豆
生
産
ダ
ミ
ー

1=
豆
生
産
が
盛
ん
で
あ
る

59
1=
16
.9
5%

no
 c
ha
ng
e

A

貧
困

貧
困
世
帯
率

％
59

42
.6
9

13
.1
2

no
 c
ha
ng
e

C

ジ
ニ
係
数

59
0.
38

0.
08

no
 c
ha
ng
e

C

親
の
教
育

成
人
識
字
率

15
歳
以
上
人
口
の
識
字
率
　
％

59
83
.7
2

3.
55

no
 c
ha
ng
e

B

社
会
集
団

少
数
民
族
児
童
比
率

少
数
民
族
の
就
学
児
童
／
全
就
学
児
童
、
％

59
0.
24

0.
84

59
0.
27

0.
87

B

供
給
側

(
学
校
）

ア
ク
セ
ス

ア
ク
セ
ス

人
口

1,
00
0
名
あ
た
り
の
郡
内
に
あ
る
小
学
校
数

59
0.
67

0.
15

59
0.
69

0.
16

B,
 C

施
設

建
物
の
質
ダ
ミ
ー

1=
学
校
の
建
物
の
破
損
率
が

25
％
以
下
で
あ
る

59
1=
33
.9
%

no
 c
ha
ng
e

B

飲
料
水
ダ
ミ
ー

1=
学
校
が
飲
料
水
を
供
給
し
て
い
る

59
1=
69
.5
%

no
 c
ha
ng
e

A

電
化
ダ
ミ
ー

１
=
教
室
に
電
気
が
あ
る

59
1=
 1
3.
6%

59
1=
15
.3
%

A

学
習
時
間

シ
フ
ト
数

シ
フ
ト
数
（
1
部
制
か
ら

3
部
制
）

59
2.
02

0.
23

no
 c
ha
ng
e

A

質
生
徒
・
教
員
比
率

就
学
児
童
数
／
教
員
数

56
59
.0
0

24
.9
9

56
54
.7
6

24
.9
4

B

給
食
ダ
ミ
ー

1=
学
校
給
食
が
あ
る

59
1=
1.
7%

59
1=
10
.2
%

A

就
学
前
教
育
ダ
ミ

ー
1=

就
学
前
ク
ラ
ス
が
あ
る

59
1=
39
.0
%

59
1=
45
.8
%

A

図
書
館

側

本
タ
イ
ト
ル
数

生
徒
一
人
あ
た
り
の
タ
イ
ト
ル
数

54
0.
04

0.
06

54
0.
34

0.
27

B

蔵
書
数

生
徒
一
人
あ
た
り
の
蔵
書
数

59
0.
11

0.
12

59
0.
54

0.
39

B

ス
ペ
ー
ス

図
書
ス
ペ
ー
ス
ダ

ミ
ー

1：
図
書
室
あ
る
い
は
図
書
館
が
あ
る
、0
：
な
い
（
職
員
室
、

教
室
内
に
図
書
コ
ー
ナ
ー
が
あ
る
場
合
を
含
む
）

59
1=
57
.6
%

59
1=
89
.8
%

A

サ
ー
ビ
ス

お
は
な
し
活
動
ダ

ミ
ー

1=
お
は
な
し
活
動
を
し
て
い
る

59
1=
30
.5
%

59
1=
96
.6
%

A

運
営

学
校
運
営
補
助
金

ダ
ミ
ー

1=
学
校
運
営
補
助
金
を
図
書
館
活
動
に
配
分
し
て
い
る

56
1=
89
.3
%

no
 c
ha
ng
e

A

デ
ー
タ
ソ
ー
ス
：
A:
 2
00
4
年
の
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調
査
お
よ
び

20
06

年
の
中
間
評
価
調
査

 
  
  
 B
: 
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ン
テ
ィ
ア
イ
ミ
ン
チ
ェ
ン
州
教
育
局

Ed
uc
at
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fi
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, 
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05

 
  
  
 C
: 
計
画
省
、
19
98

年
国
勢
調
査



三宅　隆史

－ 64 －

　モデル 2 では、本プロジェクト実施前の

ベースラインデータ（2004 年）とプロジェ

クト開始後中間評価時のデータ（2006 年）

の 59 校のパネルデータを用いた。

４．推計結果と考察

モデル 1の結果

　モデル 1 の推計結果を表－ 1 に示す。推

計結果から以下 5 点が導かれる。第一に、

おはなしの頻度の係数は正であり、1％レ

ベルで統計的に有意である。この結果は、

他の変数を制御したうえで、一月につきお

はなしの回数が 1 回増えると図書利用率は

0.11 ポイント増加することを示している。

また、2004 年の 1 校あたりの就学児童数の

平均値は 736 名で、図書利用率の平均値は

1.2 なので、1 カ月のおはなしの回数が 1 回

増えると 1 カ月あたりの図書利用者数は、

平均して 1 校あたり 883 名から 964 名に 81

名増加することを示唆している。

　第二に、児童一人あたりの蔵書数とタイ

トル数の係数は正であり、5％レベルで統計

的に有意である。この結果は、他の変数を

制御したうえで蔵書数が児童 1 人あたり 1

増えると図書利用率は平均して 0.93 ポイン

ト増加し、タイトル数が児童 1 人あたり 1

増えると図書利用率は平均して 1.68 ポイン

ト増加することを示している。また 1 校の

平均児童数は 736 なので、1 校あたり 74 冊

蔵書が増えると、つまり一人あたりの蔵書

数が 10％増加すると、図書利用率は 0.093

ポイント増加するので、1 校につきひと月

あたりの図書利用者数は、平均値で 883 名

から 952 名へと 69 名増加することを示唆し

ている。同様にタイトル数が 74 増えると図

書利用率は 0.168 ポイント増加するので、

図書利用者数は、平均して 883 名から 1007

名へと 124 名増加することを示唆している。

　第三に、移動図書館ダミー変数の係数は、

蔵書数を独立変数に入れたモデルにおいて

正であり、5％レベルで統計的に有意である。

この結果は、図書館員が移動図書館活動を

行っている学校では、他の変数を制御した

うえで図書利用率が 0.829 ポイント増加し

ていることを示している。つまり、移動図

書館活動を行うと図書利用者数は、平均し

て 1 カ月あたり 883 名から 1493 名へと 610

名も増えることを示唆している。この大き

な増加の理由は、移動図書館活動は学校に

行っていない児童だけでなく、2 部制のた

め午前あるいは午後学校が休みで外で遊ん

でいる児童対象としているため、移動図書

館によって児童が図書に興味を持ち、図書

を利用することへの動機づけが高まるため

と考えられる。

　第四に、図書館の要素であるスペースと

運営についての変数の係数は、図書利用規

則変数以外は統計的に有意ではない。図書

利用規則変数の係数は負である。これは、

想定と異なる結果が出たが、規則が厳しす

ぎる場合、かえって児童の図書室離れを誘

発しているのかもしれない。しかしながら、

本調査では規則がない場合の効果を測定で

きておらず、また規則の厳しさのレベルを

測定していないため、解釈を引き出すこと

は困難である。

　第五に、学校運営補助金を図書館活動に

配分しているかについてのダミー変数の係

数は正であり、10％レベルで統計的に有意

である。これは、補助金を図書室の本や備

品代に使っている学校は、図書館活動が維

持され、図書利用率が高いことを示唆して

いる。

　以上により、おはなしの活動は児童の読

書習慣を改善するという仮説 1 は実証され

た。

モデル２の結果

　モデル 2 で用いたデータはパネルデータ

なので、固定効果（fixed effects）、ラン

ダム効果（random effects）双方の推定の
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表
－

3.
 モ

デ
ル

2：
退
学
率
の
決
定
要
因
の
推
計
結
果

分
　
　
　
類

タ
イ
プ

変
　
　
　
数

蔵
書
数
を
独
立
変
数
に
入
れ
た
モ
デ
ル

タ
イ
ト
ル
数
を
独
立
変
数
に
入
れ
た
モ
デ
ル

固
定
効
果
モ
デ
ル

ラ
ン
ダ
ム
効
果
モ
デ
ル

固
定
効
果
モ
デ
ル

ラ
ン
ダ
ム
効
果
モ
デ
ル

回
帰
係
数

t-
値

回
帰
係
数

t-
値

回
帰

係
数

t-
値

回
帰
係
数

t-
値

需
　
要
　
側

（
世
帯
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
）

地
理

遠
隔
地
ダ
ミ

ー
(d
ro
pp
ed
)

-0
.8
22

-0
.3
5

(d
ro
pp
ed
)

-1
.1
81

-0
.5
2

農
村
部
ダ
ミ

ー
(d
ro
pp
ed
)

-2
.1
11

-0
.8
8

(d
ro
pp
ed
)

-1
.8
56

-0
.8
1

治
安

紛
争
ダ
ミ
ー

(d
ro
pp
ed
)

 0
.5
83

0.
56

(d
ro
pp
ed
)

 0
.7
46

0.
76

児
童
労
働

タ
イ
国
境
か

ら
の
距
離

(d
ro
pp
ed
)

-0
.0
15

-0
.8
2

(d
ro
pp
ed
)

-0
.0
17

-0
.9
8

豆
生
産
ダ
ミ

ー
(d
ro
pp
ed
)

-1
.5
97

-0
.9
6

(d
ro
pp
ed
)

-1
.6
44

-1
.1
3

貧
困

貧
困
世
帯
率

(d
ro
pp
ed
)

-0
.1
69
*

-1
.7
0

(d
ro
pp
ed
)

-0
.1
98
**

-2
.1
4

ジ
ニ
係
数

(d
ro
pp
ed
)

 6
.4
43

0.
58

(d
ro
pp
ed
)

 8
.0
77

0.
8

親
の
教
育

成
人
識
字
率

(d
ro
pp
ed
)

-0
.6
44
*

-1
.7
3

(d
ro
pp
ed
)

-0
.7
44
**

-2
.1
3

社
会
集
団

少
数
民
族
児

童
比
率

 -
3.
54
8

-1
.6
1

-0
.6
44

-1
.1
3

 -
3.
29
6

-1
.5
3

-0
.6
08

-1
.1
3

供
　
給
　

側
(
学
校
）

ア
ク
セ
ス

ア
ク
セ
ス

-6
1.
40
6

-1
.5
9

-5
.6
37

-1
.3
4

-2
4.
06
9

-0
.7
0

-6
.3
47

-1
.6
1

施
設

建
物
の
質
ダ

ミ
ー

(d
ro
pp
ed
)

-0
.6
52

-0
.6
2

(d
ro
pp
ed
)

-0
.4
26

-0
.4
3

飲
料
水
ダ
ミ

ー
(d
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もとで推計を行った。表－ 3 のハウスマン

検定の結果が示すように、固定効果とラン

ダム効果の推計結果にシステマティックな

違いがないとの結果がでた。したがって、

情報量の多いランダム効果モデルを採用す

ることができる。この推計結果から以下の

3点が導かれる。

　第一に、需要側要因については、成人識

字率の係数は負であり、5％レベルで統計

的に有意である。これは、これまでの多く

の先行研究が実証してきたとおり、親の教

育レベルは児童の退学率に負の影響を与え

ること、つまり親の教育レベルが高い方が、

児童は学校に留まることを示している。し

かし先行研究によれば、貧困率の高い郡の

児童の退学率は高いはずであるが、貧困世

帯率の係数は負であり、統計的に有意であ

る。この予想に反する結果の理由は、デー

タが 1998 年の国勢調査によるものと古く、

また 1998 年以降の紛争の終結により、いく

つかの郡では、開発が進んだため、貧困世

帯率が変化したためと考えられる。

　第二に、供給側の要因については、教室

の電化ダミー変数と児童・教員比率の係数

は正であり、統計的に有意である。これは、

教室が電化されることおよび児童・教員比

率が下がることは、退学率を減少させるこ

とを示している。

　第三に、図書館側の要因については、タ

イトル数および蔵書数の係数は共に正であ

り、5％レベルで統計的に有意である。推

計結果は、他の変数を制御したうえで、児

童一人あたりのタイトル数が 1 増えると退

学率は 3.5％ポイント減少し、蔵書数が 1

増えると退学率は 2.7％ポイント減少する

ことを示している。表－ 2 が示すように、

2004 年の同州の中心校の退学率の平均値は

6.0％だったので、児童一人あたりのタイ

トル数が 1 増加すると、退学率は平均して

6.0％から 2.5％へと 58％も改善され、蔵書

数が 1増加すると、退学率は平均して 6.0％

から 3.3％へと 45％改善されることを示唆

している。この推計結果は、以下のように

も解釈できる。1 校に 74 タイトルの本を配

れば（児童一人あたりのタイトル数が 10％

増えれば）、1 年間に退学する児童の数は、

平均で 44 名から 18 名へと 26 名減る。同様

に、1 校に 74 冊本を配れば、退学する児童

の数は、平均で 44 名から 24 名へと 20 名減

る。

　図書館側の他の要因である図書スペース

の有無、おはなし活動の有無、学校運営補

助金からの図書活動への配分の有無の係数

は、すべて統計的に有意ではなかった。つ

まり、おはなし活動の有無は、退学率に影

響を与えているとの結果は得られなかった。

この理由は、モデル 1 では、1 カ月あたり

のおはなし活動の「回数」を変数としてい

るのに対してモデル 2 はおはなしの実践の

「有無」のダミー変数であることとモデル 2

の 2006 年のデータでは 97％の学校がおは

なしを実践しており、おはなし活動のイン

パクトを測定することは困難であったため

と考えられる。

　以上により、図書館活動は教育の内部効

率を改善する重要な要因であることが示唆

される。

５．結びと示唆、今後の課題

　結論として、本の冊数、タイトル数への

インプットは、カンボジアの初等教育の内

部効率の改善に有効であるということが仮

説 2 の分析結果によって明らかにされた。

さらに、読書推進を図るためには、本を配

布するだけでなく、図書館員によるおはな

しの活動が伴うべきであるという点が仮説

1の分析結果によって明らかになった。

　分析結果から以下の 4 点が示唆として得

られる。第一に、児童の読書習慣を促進す

るうえでおはなし活動が効果的であるとの

仮説 1 の分析結果から、図書館員研修にお
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いては、おはなし活動の技能習得が重視さ

れるべきである。第二に、移動図書館活動

は読書推進に効果があるとの仮説 1 の分析

結果から、図書館員は、移動図書館活動を

行うことについての支援がなされるべきで

ある。たとえば、本を運ぶためのバイクの

ガソリン代の支援などのインセンティブが

考えられる。第三に、一人あたりの本の冊

数およびタイトル数の増加は内部効率を改

善するという仮説 2 の分析結果に鑑み、児

童数に応じて、配布する冊数を決めるとい

う方式を検討すべきであろう。本プロジェ

クトでは、全中心校に対して同じタイトル

数および冊数の本を平等に配布しているが、

配布タイトル数および冊数を児童数に応じ

て変えるという方法を採用することによっ

て、プロジェクトはより効率的になると考

えられる。第四に、学校補助金を図書館活

動に活用している学校は内部効率が改善さ

れているという仮説 2 の分析結果から、学

校運営補助金の配分についての権限を持っ

ている校長に対して、図書館活動への理解

を促進し、図書館活動の充実に対する優先

度を高めるための提言を行うべきである。

これは、学校図書館活動の持続性と自立運

営を保障するためにも重要である。

　今後の研究課題として以下の 2 点があげ

られる。第一に、スクールクラスターの衛

星校への本プロジェクトのインパクトを検

証すべきである。衛星校の内部効率は中心

校と比べて非常に悪いからである。衛星校

への波及効果は、本プロジェクトの上位目

標でもあるので、プロジェクト終了後に検

証されるべきであろう。第二に、カンボジ

アに限らず、図書活動の費用効果分析が行

われるべきである。本分析は、図書活動は

内部効率に対して「効果的」であることを

実証したが、このことは図書活動が「効率的」

であることを意味しない。したがって、図

書館活動の費用対効果を教育の質の改善の

ための他の介入（たとえば教員児童比率の

改善、教科書の配布、衛生施設の改善、教

室の電化、給食の供与など）の費用対効果

と比較分析する必要がある。
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た論文、”The Impact of School Libraries 

on the Internal Efficiency of Primary 

Schools: the Case of Cambodia”を基に修

正したものである。本研究にあたりご指導

いただいた同大学院の園部哲史教授、デー

タの収集にご協力いただいたカンボジア王

国バンティアイミンチェン州教育局の皆様、

（社）シャンティ国際ボランティア会カンボ

ジア事務所図書館事業課鎌倉幸子調整員（当

時）をはじめ同事務所の職員に感謝する。

筆者の上記修士課程での研修にあたっては、

JICA の NGO 長期国内研修プログラムの支援
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注

（1） 学校運営補助金とは、アジア開発銀行などの支

援による Priority Action Program(PAP) とい

うプログラムのことで、児童数に応じてカンボ

ジアのすべての小学校に教育局を通じて交付

されている。バンティアイミンチェイ州では 1

校 1 年あたり平均 996 米＄（2004-2005 年度）

が交付されており、その使途は学校の裁量で

決めることができる (Ministry of Education, 

Youth and Sport, 2005)。学校の環境整備や机

やいすの補充に使われることが多いが、校長が

図書館活動に熱心な学校では、図書室の本や備

品の購入に一部が充てられている。

（2） （社）シャンティ国際ボランティア会の『図書

館事業のモデル形成』（2003）は、同団体のタイ、

カンボジア、ラオス、ミャンマー (ビルマ )難
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民キャンプにおける図書館事業のプログラム

評価、比較分析を行い、①教育開発のある程度

進んだ国（タイ）、②移行経済国（ラオス）、③

難民キャンプ（ミャンマー難民キャンプ）、④

紛争後国（カンボジア）の 4つに図書館事業を

類型化し、協力のモデル形成を試みている。
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